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2011 年 3月 11 日，我が国における観測史上最大となる Mw9.0 の東日本大震災が発





















































1958 年（昭和 33 年）狩野川台風により大水害が発生し，翌年の 1959 年（昭和 34
年）には伊勢湾台風による大規模な被災が発生した．全国各地で多発する自然災害へ



















































































































































用して「災害マネジメントシステム」の構築を行った．具体的方法は Work Breakdown 
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Structure; WBS の論理に基づき，2 年半に亘り継続調査を行った石巻市での実態を
踏まえて，高知県香南市を研究フィールドとして、災害の事前対策から災害の発生後
の避難，救出・救護，復旧，復興に至る全プロセスの必要活動：Activities を，洗い
出し，コード化し，「災害マネジメントシステム： Disaster Management System; 
DMS」として組み立てた．DMSの構築には,筆者の 30年以上の地方自治体での業務経
験を生かすことができた． 
「Disaster Management System; DMS」の構築は,大規模自然災害対応業務のモ
デル化と云ってよい.DMS の構築によってモデル化された必要活動構造：Activity 



































































災害マネジメントシステム研究グループは，2013 年 3 月 11 日の東日本大震災発生
後，宮城県石巻市を中心に以下の様な継続的現地調査を実施した． 
 
① 2011 年 5 月 13 日から 5 月 15 日 名取市，仙台市，石巻市，女川町 
② 2011 年 6 月 9 日から 6 月 13 日  石巻市，女川町 
③ 2011 年 7 月 31 日から 8 月 3 日  石巻市，女川町，東松島市 
④ 2012 年 6 月 5 日から 6 月 7 日  石巻市，女川町，仙台市 
⑤ 2013 年 3 月 10 日から 3 月 13 日 石巻市，女川町，東松島市 
⑥ 2013 年 4 月 15 日から 4 月 18 日 石巻市，女川町，陸前高田市，気仙沼市 
⑦ 2013 年 10 月 2 日から 10 月 4 日 宮古市，釜石市，大船渡市，石巻市 






まず東日本大震災の発災直後の 2011 年 5 月には，現地の知人の協力を得て，最も
人的被害の大きかった宮城県石巻地区の被災状況の調査に入るとともに，同年６月に
はボランティア活動への参加を通じて被災地や被災者の現状の調査を行っている． 














被災後 2 年が経過した 2013 年 4 月には，遅れている防災集団移転事業による宅地
造成が，女川町や東松島市，陸前高田市などにおいてＵＲ(都市再生機構)との業務提
携により進められていたことから，現地においてその状況を調査した． 
また，2013 年 10 月から 11 月にかけては，岩手県久慈市から宮城県仙台市に至る
各都市の瓦礫の処理状況と復興の進捗状況を調査した．その結果，瓦礫処理について





































































員は 254名が犠牲 7)8)になり，宮城県南三陸町では 42名，岩手県の大槌町では町長以





















県名 市町村数 計 移転 一部移転 移転なし
岩手県 34 22（６） ２（２） ２（１） １８（３）
宮城県 35 ３２（３） ３（２） ２（１） ２７（０）
福島県 59 ３６（０） ３（０） ３（０） ３０（０）
茨城県 44 ３４（１） ３（０） ５（０） ２６（１）
栃木県 27 ２６（０） １（０） ２（０） ２３（０）
群馬県 35 １８（０） ー ー １８（０）
埼玉県 64 ３１（０） １（０） ー ３０（０）
千葉県 54 ３８（０） ー １（０） ３７（０）

















































































































































































































 災害公営住宅の建設状況は， 2013 年 9 月現在の全体計画 25,027 戸のうち，既に
完成しているものが 316 戸，建設に着手しているものが 11,483 戸ある． 
また，都市基盤整備事業では，全体 51 地区のうち着工が 32 地区，都市計画決定
46 地区であり，漁業集落防災機能強化事業では，全体 33 地区のうち完了が２地区，
着工済みが 11 地区となっている． 
一方，それらに必要な住宅用地の整備状況は，2013 年 9 月末の見込みでは平成 26
年度末には岩手県で 2400 戸(4 割)，宮城県で 7300 戸(5 割)，平成 27 年度末には岩手








 震災後，約 70％まで落ち込んだ鉱工業生産能力及び売上高は，平成 11 年度末には
ほぼ震災前に復帰しているが，地場産業の農林水産業では，復旧率は平成 25 年 9 月

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 図-2.4 現地から見える問題 
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一方，東日本大震災では，発災後 1 年以上経過した 2012 年 6 月においても，石巻
市をはじめとした被災地では山積みにされた瓦礫と被災したままの住宅が各所に残








































入れを推進する」とも述べられている．この具体化が 1982 年 3 月に設立された大阪
湾広域臨海環境整備センター（フェニックスセンター）への瓦礫の埋立てである．発
災の約 1 ヶ月後の 1995 年 2 月 17 日には，震災瓦礫によって 450ha を埋め立て，港
湾の再開発や都市･物流用地として利用する内容の港湾計画の改定が中央港湾審議会
にて了承された．通常，港湾計画の変更手続きには 6 ヶ月～2，3 年を要する．震災




度，JR は約 2 ヶ月，阪神電鉄は約 5 ヶ月程度以内に搬入された．阪神･淡路大震災で
発生した震災瓦礫約 1,958 万 t のうち，新規海面埋立て等用材として活用された量は
約 847 万 t であり，全発生量の約 43.3%を占めている 2)．これに，不燃ごみとしてフ
ェニックス等で海上処分された約 699 万 t を加えると合計約 1,546 万 t となり，実質
的には災害廃棄物の約 79%が海上への埋立により処理されたこととなる．その結果，
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②発災から 400 日目頃（2012 年 4 月頃）までは生活地からの瓦礫撤去が最優先で，
確保できた公有地等の一次仮置き場にひたすら積み上げていった 
③二次仮置き場では 350 日目頃（2012 年 2-3 月頃）から徐々に処理が始まった． 
仮設焼却炉や破砕･選別プラントの建設中に，既に運び込まれていた瓦礫を丁寧に
分別し，主として再生利用を行う形で処理がなされていた（2012 年 7 月 31 日の公
開資料から処理済量のうち，再生利用，焼却，埋立の区分での数量が公開されてい

















































図-3.4 石巻市川口町第 1 次仮置場の状況 
（2012 年 6 月 5 日：発災から 453 日目 筆者撮影） 





になってしまったことである．1,000 万 t 以上積みあがっていた期間は，発災から 180
























② 東日本大震災発災当時に推計された災害廃棄物量は約 2,300 万 t であり，阪神淡路
































郊外を含め約 650ha の用地を確保することができた．例えば尼崎市では 2 週間後に
は建設に着手し，約 5～7 ヶ月後には仮設住宅等への移転が完了し 10 月までには全て
の避難所が閉鎖された． 
東日本大震災においては被災直後には約 47 万人の避難者が約 2180 ヵ所の避難所






























































































              
早 期 の 平 常 復 帰 が 出 来 な い
 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































              
 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































関東大震災の発生した 9 月 1 日を「防災の日」7)と定め，翌年の基本法の制定におい
て初めて「防災」という用語の定義がなされている．  
また，詳細は後述するが，我が国において歴史的に最も重要な自然災害対策は，治




























































































































度 7の大地震とそれに伴う大津波が発生した．しかし，この Mw9 を超える規模の大地

























































































































































































































































市町村長 政 策 
 





































































































































































人口 20 万未満の基礎自治体は，静岡県から宮崎県に至る 189 市町村となる．このう
ち図-3.9(東南海・南海地震により被災が想定される自治体の規模)に示したように，対象
となる基礎自治体の約 66％は人口が 5 万人以下である．全国的に見ても 102 の指定
都市を除く人口 20 万人未満の中小の基礎自治体の平均職員数 15)は，市が 1030 人，
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か否かである．言い換えればこれまでの組織の BCP(Business Continuity Plan)から，
地域の DCP(District Continuity Plan)への転換が必要となる． 




























図-3.9 DMS 構築のフロー図 
 










































































































士論文，2011.3,   
9) 内閣府:「地域主権戦略大綱」，2010.6.22,  
http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/100622taiko01.pdf (2013.11.27．ア
クセス)  





12) 佐々木信夫:「地方をどう変えるか」,筑摩書房，1996,   
13) 草柳俊二：大災害対応のためのマネジメントシステム-建設マネジメントからのア
プローチ，講義資料，2012.3.2． 
14) 土木学会：東日本大震災-3.11 あの日を忘れないでほしい-，pp391，2013.3.31 
15) 総務省：地方公共団体の行政改革, 平成 24 年地方公共団体定員管理調査，2013.3,  
http://www.soumu.go.jp/iken/kazu.html(2013.5.7 アクセス) 
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モーラコット台風(台風 17 号)は，2009 年 8 月 8 日に台湾中部の花蓮に上陸し，
2,854mmの記録的な豪雨により総量 12億㎥の土砂災害を発生させた．このため台湾南
部の山岳地帯を中心に死者 619人，行方不明者 76人，被災者 24,950人，家屋毀損 1,766
戸，浸水 140,424戸という，10年前の 921 地震以上の被害を先住民が住む中部山岳地
帯におよぼしている． 






























防災法による再建は，馬総統による被災後 6日目(2009 年 8 月 14日)の再建会設置
の指示に始まった．行政院は翌日(2009年 8月 15日) に再建会を設立した．また法律
制定や資金手当てについては，暫定条例の制定や改訂と臨時経費放出が 2009 年 8 月
28 日におこなわれ，特別予算審査・策定も 2009 年 11 月 10 日には決定されている．
またその資金については，募金が 251 億元（1,004 億円）(慈濟：46.35 億元（185.4
億円）， 赤十字：41.7 億元（166.8億円）， 世展会：13.2億元（52.8 億元），その他：
149.7 億元（598.8 億円）)，政府予算 1,385 億元（5,540 億円）(特別予算 1,165 億
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（今後のあるべきシステム）   
現行の代行制度を活用したシステム 





































5) 今村都南雄:官庁のセクショナリズム,東大出版会，2006.5  
6）越澤明：後藤新平-大震災と帝都復興,ちくま新書，2011.11   
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南市をフィールドとして，2012 年 10 月より「災害マネジメントシステム研究グルー
プ」としての活動を開始した．香南市は太平洋に面し，海岸線と後背地の里山が接近
した土地に約 33,000 人の住民が居住し，国道 55 号沿いに産業や商業施設が集積して










画」を策定しており，2012 年 12 月に公表予定とされていた南海トラフ連動型地震に
よる被害想定の公表を待って，地域防災計画の見直しを行うとのことであった．しか
しながら，高知県の被害想定規模の公表が 2013 年 5 月まで遅れたことから，現在見
直し作業を行っているところである．そのような状況の中で，市職員の協力を得て災


























111 NqsQ   
）がれき発生量（tQ :1  
棟）面積（㎡棟当たりの平均延べ床 /1:s  








































































































































 なお，2013 年 5 月の高知県による南海トラフ大地震による被害想定 7)では，最も
人的な被害と家屋被害の大きな地震が「陸側」，津波がケース④の場合に全壊家屋数
が約 9200 戸(2.2 倍)，半壊が 5800 戸(1.5 倍)と著しく増加した．これに対し，災害廃






筆中の 2013 年度段階において最新の推計値である高知県による被害想定値 7)を前提
として基準に対策を提案することとした． 
 




















































































図-5.5 海岸集積地の整備案 1)を一部改編 













































































































































































































ーの建設が住民から強く求められ，同市夜須町吉川地区において 2012 年度に 5 基，


































作成した WBS を以下に示す． 
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10000000  災害マネジメント 









11135000 二次災害の発生予測（火災，危険物流出による被害想定）  
11136000 行政組織の被災想定（施設被害，人的被害の想定） 
11200000 対策の事前準備 
11210000  計画の策定 
11211000  地域防災計画の作成 
11211100  地域防災会議の設置 
11211110  防災計画策定委員会の設立･運営 
11211120  計画検討ワーキングの設置 
11211200  WBS の作成 
11211210 対策業務の抽出 
  11211220 リソース量の推定 
11211230 組織体制の検討 
11211300  対策組織の確立 
11211310 実行組織の確保 
  11211320 支援組織の立ち上げ 
11211300  計画書の作成･周知 
11212000  防災意識の共有と向上 
11212100  自主防災計画の作成支援  
11212200  防災訓練の実施  
11212300  危険個所の点検と改善  
11212310  公共施設の点検と改善(請負・直営) 
11212320  民間施設の点検と改善(普請・自主改善) 
11212400  ハザードマップの作成と配布  
11212410  ハザードマップの作成 
11212420  ハザードマップの配布 
11212500  地盤高と浸水深の表示 
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11213000  緊急避難実施計画の作成 
11213100  避難誘導計画の作成 
11213110  広報・周知方法の検討 
11213120  避難誘導の計画作成  
11213200  避難路・避難場所の選定と指定 
11213210  避難経路の整備と表示 
11213220  避難場所の整備と表示 
11213300  緊急避難所運営マニュアルの作成 
11213400  避難所の備蓄計画の作成  
11214000  救難・救護計画の作成 
11214100  救難・救護体制の確立  
11214110  関係機関との事前調整 
11214111  関係機関の選定 
11214112  連絡調整会の設置 
11214120  広域相互援助協定の締結 
11214130  不明者捜索マニュアルの作成  
11214140  遺体の安置・埋葬計画の作成  
11214200  緊急医療体制の確立 
11214210  地域医療連携による業務分担計画の作成 
11214220  医療関係者の緊急輸送計画の作成 
11214230  救助者の搬送計画の作成 
11214240  救急医薬品の備蓄と搬送計画の作成  
11215000  生活環境の保全計画 
11215100  病虫害予防計画の作成  
11215200  ゴミ・排出物等の処理 
11215210  ゴミの収集・処理計画作成 
11215220  し尿の収集・処理計画作成 
11215230  堆積物の収集・処理計画作成（瓦礫処理計画に再掲） 
11215300  防犯・治安対策の策定 
11216000   医療・介護計画 
11216100  救護所の設置 
11216110  場所・建物の確保 
11216120  人員と資材の確保 
11216200   地域医療ネットワークの構築 
11216210  広域医療連携の推進  
11216220  基幹病院・災害拠点病院との連携促進  
11216230  救急搬送手段の確保  
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11220000 物資等の事前確保 
11221000  電気・エネルギーの確保 
11221100  ローカルエネルギーの活用の検討 
11221200  燃料の確保と補充計画の作成 
11222000  飲料水等の確保 
11222100  水道施設の耐震化 
11222110  浄水場・配水場の耐震化の推進 
11222120  送水・配水菅の耐震化の推進 
      11222200  既設水源（井戸）の活用  
11222210  マップの作成と現地表示 
11222220  水質調査の実施 
11222230  手動ポンプの設置 
11222240  簡易浄水グッヅの配布 
11222300  水の事前備蓄の推進 
11222310  家庭内備蓄の推進 
11222320  避難施設内の備蓄推進 
11222400  雑用水の確保 
11222410  代替水源の確保 
11222420  簡易浄水施設の導入  
11223000  食料の確保 







11223132 機器・食器の確保  













































11243000 二次処理計画の作成  
11243100 処理プラント建設計画  
11243200  最終処分場の確保 
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11244000  埋立て処理計画 
11244100  埋立て処理計画の策定  
11244200  埋立て計画の事前協議  
11244300  地元関係者の同意取得 
11245000 埋立て処理場の準備 
11245100  運搬経路の確保 
11245200  仮締切り堤の設置 
11245210  H 鋼杭の設置 


















11252200 土砂災害等の防止  
11252210 崖崩れ・急傾斜地対策の推進 
11252220 危険家屋の移転  
11252230 道路防災事業の推進 
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11253310 訓練と習熟稼働の実行 

























11263100 緊急対応組織の確立  





11300000  復旧・復興基本計画の作成 
11310000  地域復興基本計画の作成 
11311000 まちづくり基本計画の策定 
11311100 住民参画の計画策定委員会の設置 
11311200  実行・支援組織の確保 
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11311300  地域振興・復興計画の策定 
11311400 土地利用基本計画の策定 
11311500 緊急復旧計画の策定 



























12110000  行政システムの保全 




    12112000 庁舎・職員の安全確認 
12112100 職員の安否確認 
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12112200 施設の機能と安全の確認 
12120000  非常時体制への移行 

















12130000  発災後の情報管理 














12132300 施設被害の状況把握  
12132310 公共インフラの被災状況 
12132320 ライフラインの被災状況 
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12132330 通行不能区間の確認 
12132340 家屋被害の状況確認  
12132400 被害状況の調査と報告 















































































































12621300 二次処理計画の作成  






































12641200 塩害除去  























12710000  復興計画の確定 





















12720000  復興財源の確保 
12721000  特区制度の申請と自主財源の確保 
12722000  特別措置法の助成と復興交付金の増額要求 
12730000  高台移転の実施 





















12740000  都市基盤の整備 
 12741000 都市計画事業認可の取得 
 12742000 街路事業の実施 
 12742000 土地区画整備事業の実施 
12750000 地域復興に向けたコミュニティの復活 
 12751000 地域交流拠点の確保 
12751100 文化交流と情報発信基地の整備 
12751200 IT 化の環境整備促進 

















12753320 育児・保育環境の確保  
12753330 医療・教育環境の復旧 
 














































行った．同病院は約 500 床の病床数に対して約 1000 名の職員が交代勤務をしている
こともあり，緊急時の担当業務の周知，機器の習熟，備蓄品の確保など各種の問題が
明らかになった．このため同病院では 2013 年 9 月に危機管理室を新設し，専任の職
員を配置した．この中で著者は DMSの導入について院内の関係者に説明を行うととも



































4)第２次高知県地震対策基礎調査：高知県 総務部 危機管理課，2006.7 
5)厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課：震災廃棄物対策指針，1998.10 
6)総務省統計局：各市区町村における浸水範囲概況の全事業所数･従業者数，2011.6.15 
http://www.stat.go.jp/info/shinsai/zuhyou/jigyou1.xls （2013.5.19 アクセス） 
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9)田中祥夫：山下公園の発案者さがし，CE 建設業界 11Volume50，2001.11 

















19)Project Management Institute：Practice Standard for WORK BREAKDOWN 
STRUCTURES-Second Edition，PMI 東京支部監訳，2008.8 
20)角崎巧：工学的見地から見た地域医療の最適化，第 52 回全国自治体病院学会 抄
録，2013.10 
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年 10 月末現在 446 万トンまで修正されているが，発災後半年がたってから本格化
した家屋の解体撤去や一次仮置場への瓦礫の搬入が完了したのは，発災 2 年後の
2013 年 9 月末である．その後に被災市街地復興土地区画整理事業による新蛇田地
区や新門脇地区などでの区画整理事業が着手されたことから，防災集団移転事業等
の完了は以下のスケジュール表のとおり 2021 年 9 月末と想定されている． 
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② 女川町の復旧・復興スケジュール 
女川町では，約 4,410 棟の建物のうち 2/3 に当たる 3,070 棟が全半壊し，それに伴
い約 44 万トンの瓦礫等が発生している．女川町は半島部にあり住宅用地の確保に時






2018 年 9 月末，半島部の高台移転事業が 2019 年 9 月末となっている． 
 
③ 東松島市の復旧・復興スケジュール 
東松島市では，約 8,510 棟が全半壊の被害を受け，約 166 万トンの瓦礫等が発生し
ている．2003 年 7 月の岩手・宮城内陸地震における瓦礫処理の反省から，東松島市
ではトップダウンで現地における分別処理の方針が示され，石巻外港の県有地約
20ha を借り受け 14 種類に分別収集した瓦礫の仮置き場として利用している．このた
め，3 か年で約 645 億円と見込まれていた瓦礫処理費用は，約 420 億円まで削減され
ている． 
また復興計画の作成は，発災から 1 か月後には基本方針が示され，それに基づき
2012 年 5 月末には復興計画が策定されている．これを受けて 2012 年 7 月には野蒜
地区におけるＪＲ仙石線との合併事業に着手し，浸水被害地の矢本東・西地区などの
区画整理事業にも 2013 年 10 月末に工事に着手している．このためスケジュール表










































































































高知県が 2013 年 5 月に公表した南海トラフ地震による被害予測（地震動:陸側，津
波：L2 の最大被害）と東松島市の東日本大震災による被害規模を比較し，東松島市
の復旧･復興スケジュールから香南市における復旧・復興スケジュールを推測した． 
 なお，図-6.4 には現実と合致しない以下 2 点の課題が存在する． 
 
① 仮設住宅（プレハブ住宅の供給）の供給能力 
高知県の被害想定（2013 年 5 月）による香南市の全壊棟数は約 9,200 棟であり，
これを基に東松島市の実績から仮設住宅の必要数を推測すると，仮設住宅は約
5030 戸(民間借上住宅 2150 戸，プレハブ仮設住宅 2880 戸）必要となる． 
また,中央防災会議第一次報告（2012.8）によると南海トラフ地震による全壊棟
数は約 2,364,000 戸と想定されており，東日本大震災の実績から推測したプレハブ
住宅必要数は約 95.3 万戸となる．東日本大震災において 2011 年 3 月 27 日に国土
交通大臣から住宅生産団体連合会等への要請した仮設住宅の供給は2ヶ月で6万戸
であり，東日本大震災の供給実績から推測しても全国で 1 ヶ月に 1.5 万戸の供給能
力が限界と考えられる．この供給能力からは，全国で必要とされるプレハブ仮設住















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































       












































































































































































































































































































       図-6.7 香南市の復旧･復興スケジュール③ 




























































ース 1，ケース 2 で比較 
図-6.8産業連関分析の実施フロー 




成 17 年（2005 年）高知県産業連関表」である．地域産業連関表は，国の投入係数表
を基に，各地域の産業情報を加えて地域投入係数表の作成を行った推計結果である．




















の経済統計は 2013 年度に入手可能な最新版である産業連関表と合わせて 2005 年度
（平成 17 年度）の数値を活用し，香南市の経済統計については入手可能な最新版で
ある 2009 年度（平成 21 年度）のものを活用することとした． 
 
3)RAS法による香南市の投入係数とレオンチェフ逆行列算出 
図-7.9 に RAS 法の考え方を示す．図中の R および S が 1 に収束するまで繰り返し
計算を行い，香南市の投入係数行列 A を算出した．算出された香南市の投入係数行列













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表-6.1 高知県産業連関表（2005 年） 
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/111901/sanren17.html 












































農業 56,275 5,584 0.09923
林業 21,618 14 0.00065
水産業 23,309 205 0.00879
鉱業 6,189 4 0.00065
製造業 226,831 16,647 0.07339
建設業 139,312 7,038 0.05052
電気・ガス・水道業 58,416 2,151 0.03682
卸売・小売業 231,057 7,203 0.03117
金融・保険業 152,224 1,876 0.01232
不動産業 287,353 12,503 0.04351
運輸・通信業 166,806 2,783 0.01668
サービス業 562,007 16,083 0.02862
政府サービス生産者 390,443 13,649 0.03496






×生産額 X（香南市）＝中間投入 Zij 










×生産額 X（香南市）＝中間投入 Zij 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































- 115 - 
 































・農林水産業の回復には，災害復旧事業の復旧期間が原則 3 年となることから 3
年で復旧を終えることとする（図-6.13） 
・製造業・商業の通常の回復には，インフラ復旧後が 1 年前倒しになるので 4 年
を要する（図-6.14） 
・その他産業の通常の回復には復興事業が終わるまで 5 年間を要する（図-6.15） 
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図-7.16に示すように，被災前の香南市の総生産額 1,525 億円に対して 65%まで落
ち込んだ総生産額 1,150 億円を通常は 10 年の復興期間で回復させることになるが，
前述の促進策により製造業・商業を 4 年，その他の産業を 5 年まで短縮した結果，10
年間の総生産額の累積として約 695 億円の効果があることが明らかとなった．この額



































































































































































































































































































































































1,350 万ｔ＊45,000 千円/ｔ=約 608 億円 
 
なお，気仙沼市の事例に基づき，瓦礫処理仮設プラントの建設費と分別および収集・
運搬費の内訳を推計すると，瓦礫処理費 608 億円の内訳は 
仮設プラント：建設費 117 億円+用地造成費 53 億円+処理・運営費 90 億円 
+副生物再利用最終処分費 154 億円＝414 億円    となる． 
分別および収集・運搬費は，608 億円-414 億円＝194 億円     と推定される． 
 
一方，海岸埋立処分を行った場合の瓦礫処理費は 
  埋立て処分：造成費 205 千㎥＊2 千円/㎥＊７か所=28.7 億円+処分費 3.3 億円=32 億円 
     (造成単価及び処分費は，香川県の廃棄物護岸建設費を参考に試算) 
分別および収集・運搬費＝194 億円     とすると， 
合計＝32 億円+194 億円=226 億円    となる． 
 
これらの差分は 608 億円-226 億円=382 億円 



































































技術，2012 年 9 月号 P29-36，  
- 127 - 
 


















































効である．都市部で勤務していた「団塊の世代（1947 年から 1949 年生 約 800 万



































































       図-7.1 現行の計画策定（草柳俊二他との協議資料による） 
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第 8章 結論 
 


































































































































































































































 高知工科大学大学院社会人修士課程の 10 人の同期生，社会システム工学コース飛
埼利永子助手をはじめとした建設マネジメント研究室の皆様には本論文の作成にあ
たり多くのご協力と励ましをいただきました．  
 本論文は，多くの方々のご支援のもとに完成したものであり，感謝の気持ちを抑え
ることができません．心よりお礼を申し上げます．今後は，本研究の成果を社会に還
元していくこと，また，学位に恥じぬように精進していくことを固く決意しておりま
す．最後に，長らく黙って見守りながら後押しをしてくれた妻・朗子，本学の先輩に
なる娘の多加子と由貴子にあらためて感謝の気持ちを伝えたいと思います． 
 
